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産科医療補償制度の普及・啓発に関する協力依頼について 

 

 

日頃から医療安全の推進につきましては、特段のご協力をいただき厚く御礼申し上げ

ます。 

分娩時の医療事故では、過失の有無の判断が困難な場合が多く、裁判で争われる傾向

があり、このような紛争が多いことが産科医不足の理由の一つであると言われていま

す。そのため、厚生労働省においては平成１８年度より、安心して産科医療を受けられ

る環境整備の一環として、新たな産科医療補償制度の創設に向けた検討を始め、平成１

９年５月には「緊急医師確保対策」にも位置付け、鋭意準備を進めてきたところであり

ます。 

本制度は、民間の保険を活用し、通常の妊娠・分娩にもかかわらず脳性麻痺となった

児及びその家族の経済的負担を速やかに補償するとともに、事故原因の分析を行い、将

来の同種事故の防止に資する情報を提供することなどにより、紛争の防止・早期解決及

び産科医療の質の向上を図ることを目的とするものです。 

現在は、本制度の運営組織の役割を担う財団法人日本医療機能評価機構において、平

成２１年１月から実施するための具体的な事務手続きを進めているところです。 

厚生労働省としても、本制度の創設に伴って分娩費用の上昇が見込まれることから、

妊産婦の負担を抑えるための対応、本制度に加入していることを医療機能情報提供制度

に基づく情報提供の事項として追加し、広告規制の緩和等各種の加入促進策についても

検討することとしております。 

基本的に多くの分娩機関に本制度に加入していただき、安心して産科医療を受けられ

る体制を構築していきたいと考えておりますので、貴職におかれましては、貴管下の分

娩機関及び関係団体に本制度の趣旨を理解していただくため、特段のご協力をお願いし

ます。 

なお、貴管下の自治体立病院におかれてもご協力いただくよう、よろしくお願いしま

す。 
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産科医療補償制度産科医療補償制度
の概要についての概要について

1

分娩に関連して発症した
脳性麻痺の児と家族の

経済的負担を速やかに補償

分娩に関連して発症した
脳性麻痺の児と家族の

経済的負担を速やかに補償

原因分析を行い、再発防止に
資する情報の提供

原因分析を行い、再発防止に
資する情報の提供

紛争の防止紛争の防止
・早期解決・早期解決

産科医療の質の向上産科医療の質の向上

産科医療補償制度の基本的な考え方①

補償の機能 原因分析・再発防止の機能

2



産科医療の崩壊を一刻も早く阻止する観点から、民間保険を
活用し、現行法制下にて早期の創設

○掛金は、分娩機関 が負担

○産科医療補償制度への加入に伴う分娩費用の増額が想定され
妊産婦の負担軽減を目的とした出産育児一時金の引き上げ
予定

※分娩を取り扱う病院、診療所、助産所のことを言います。

産科医療補償制度の基本的な考え方②

分娩機関が制度未加入だったために脳性麻痺児が補償を受ける
ことができない、という事態は防ぐべきであり、原則として、
全ての分娩機関が本制度に加入する必要があります。

※

3

産科医療補償制度の補償機能産科医療補償制度の補償機能

補償の仕組みについて

制度加入制度加入

掛金掛金 保険料保険料

補償金補償金 保険金保険金 保険金保険金

補償約款補償約款

｢補償約款｣にて
補償金額等を規定

運
営
組
織

妊
産
婦
・
児

分
娩
機
関

保険保険
契約契約

保
険
会
社
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在胎週数28週以上の児についても個別審査によって対象

となることがあります。

身体障害者等級の
１級及び２級に相当

身体障害者等級の
１級及び２級に相当

出生体重 2,000g 以上

かつ

在胎週数 33 週以上

出生体重 2,000g 以上

かつ

在胎週数 33 週以上

分娩に関連して発症
した脳性麻痺の児
を対象とします。

この中で、看護・介護
の必要性が高い重症者

を対象とします。

補償対象者の範囲について

5

(1) 低酸素状況が持続して臍帯動脈血中の代謝性アシドーシス(酸性血症)

の所見が認められる場合（ｐＨ＜７．１）

(2)  胎児心拍数モニターにおいて特に異常のなかった症例で､通常､前兆

となるような低酸素状況が、例えば前置胎盤、常位胎盤早期剥離、

子宮破裂、子癇、臍帯脱出等によって起こり、引き続き、次の①～

③のいずれかの胎児心拍数パターンが認められ､かつ､心拍数基線細

変動の消失が認められる場合

①突発性で持続する徐脈

②子宮収縮の５０％以上に出現する遅発一過性徐脈

③子宮収縮の５０％以上に出現する変動一過性徐脈

在胎週数２８週以上であって、以下の（１）（２）の
いずれかに該当する児については､個別審査によって
補償対象とします。

個別審査について

6



分娩に係る医療事故に該当するとは考え難い、
出生前･後(以下のア､イ)の要因によって脳性麻
痺となった場合は、除外基準としてあらかじめ
補償の対象から除外されます。

ア．先天性要因
①両側性の広範な脳奇形(滑脳症、多小脳回、裂脳症、水無脳

症等)
②染色体異常(１３トリソミー、１８トリソミー等)
③遺伝子異常
④先天性代謝異常
⑤先天異常

イ．新生児期の要因
分娩後の感染症(髄膜炎、脳炎等)

除外基準について

7

○看護・介護を行うための基盤整備のための

準備一時金として６百万円を給付します。

（住宅改造費、福祉機器購入費等）

○総額２千４百万円を分割して２０年定期的

に給付します。（介護費用等）

○看護・介護を行うための基盤整備のための

準備一時金として６百万円を給付します。

（住宅改造費、福祉機器購入費等）

○総額２千４百万円を分割して２０年定期的

に給付します。（介護費用等）

補償の水準について

8



原則として、児の満１歳の誕生日以降
ただし、 極めて重症の場合は６か月以降でも申請可能

申請時期

分娩機関への申請期限

申請者

分娩機関

児の満５歳の誕生日まで

脳性麻痺となった児および
その家族からの依頼に基づき

補償申請について

9

１．分娩機関が運営組織に対し補償申請

４．原因分析・再発防止

５．事例情報の公開、産科医療の質の向上

３．補償金の支払い

２．運営組織にて補償対象の可否を審査

申請書類

事例情報の
整理・蓄積

審査・原因分析・再発防止について

10



補償対象の可否は、一元的に運営組織にて
審査を実施

分娩機関に損害賠償責任がある場合は､分娩機関は本制度が存在しない
場合と同様に､損害賠償に関する金銭を自ら全額負担するという考え方
に基づき､補償金と損害賠償金の調整を行います。

補償
申請

補償
申請

書類
審査

書類
審査

補償金
支払い

補償金
支払い

審査
委員会

審査
委員会

審査の流れについて

11

１．十分な情報収集に基づき、医学的な
観点で事例を検証・分析

２．その結果を児とその家族および分娩
機関へフィードバック

紛争の防止・早期解決を図ります。

適切に行うためには、分娩機関、児・家族、専門医や

関係団体等の協力が不可欠です。

原因分析について

12



１．原因分析された個々の事例情報を
体系的に整理・蓄積

２．広く社会に情報を公開

将来の脳性麻痺発症の再発防止、産科医療の質の向上を
図ります。

○報告書の定期的発行
○関係団体や行政機関と連携・協力した研修会の開催
○ガイドライン、マニュアルの作成
○国の実施する再教育制度との連携 など

再発防止について

13

○遅くとも５年後を目処に､本制度の内容
について検証を行う。

○補償対象者の範囲､補償水準､保険料の
変更、組織体制等について、適宜必要
な見直しを図る。

○遅くとも５年後を目処に､本制度の内容
について検証を行う。

○補償対象者の範囲､補償水準､保険料の
変更、組織体制等について、適宜必要
な見直しを図る。

産科医療補償制度の見直しについて

14
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